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本邦における小児・AYA世代がん患者に対する
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2006年

小児・AYA世代がん患者の妊孕性温存

AYA世代：15-39歳(NCCN)
思春期・若年
Adolescent  and Young Adult



新しい妊孕性温存療法：卵巣組織凍結・移植

既婚未婚小児

OK

卵巣組織凍結・移植（ベルギー 1997年～）

Donnez 教授

ベルギーのDonnezらは、20代ホジキンリンパ腫患者に

対してヒトで卵巣組織凍結・移植によって世界で初めて

生児獲得に成功した（2004年 Lancet）

2004年
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小児・AYA世代がん患者に対する妊孕性温存の診療の問題点

情報提供
不足

医療連携
無し×

2012年：日本がん・生殖医療研究会（現学会）設立
2014年以降：日本癌治療学会、日本産科婦人科学会、日本臨床腫瘍学会、日本生殖
医学会、日本乳癌学会などで、本領域が取り上げられる
2015年：日本産科婦人科学会：卵子と卵巣組織の医学的適応に関する見解
2017年：日本癌治療学会：小児、AYAがん患者に対する妊孕性温存の診療ガイドラ
イン発刊、日本小児血液・がん学会で本領域が取り上げられる

×

2012年まで、本邦では・・・

産婦人科
泌尿器科



患者
さん

主治医
がん

産婦人科
医師

疑問点
① 正しい情報が、迅速に的確に患者さんへ伝わっているか？
② 正しい情報や問題点が、医師間で共有されているか？

？

情報提供

医療連携

小児・AYA世代がん患者に対する妊孕性温存の診療の問題点

情報提供



問題点
1. がん治療に対する悪影響→治療開始の遷延や治療拒否
2. 温存できる可能性があった妊孕性が、失われる

患者
さん

主治医
がん

産婦人科
医師

?

1. 医療連携（治療前）：妊孕性温存

2. 医療連携（治療後）：生殖医療提供時

医療連携

小児・AYA世代がん患者に対する妊孕性温存の診療の問題点



がん・生殖医療（Oncofertility)におけるヘルスケアプロバイダー

看護師
がん 患者

さん
臨床心理士あるいは
心理支援担当医療者

薬剤師

主治医
がん

医師
生殖

看護師
生殖

相談員

対象患者は一般不妊の患者ではなく、がん患者であることを忘れてはなら
ない！！
何よりもがん治療が優先される・・→自己決定を支援する



情報提供に関して

総論）
１．がん・生殖医療連携ネットワークの構築

現状：全国22カ所で設立(含む準備中）⇒生殖医療を専門とする医師との
密な医療連携
課題：施設内格差ならびに地域格差あり（14地域でがん・生殖医療の提
供ができない：日本産科婦人科学会への登録なし）
策：①日本がん・生殖医療学会などによる啓発活動、②厚労堀部班（地
域がん・生殖医療連携）、③ヘルスケアプロバイダーの教育

小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存の現状と問題点



情報提供に関して

各論）
１．がん治療医からの将来の不妊となる可能性に関する情報提供

現状：日本がん・生殖医療学会（2012）の設立と日本癌治療学会ガイド
ラインの導入（2017.7) 
課題：①ガイドライン導入後の評価、②小児・A世代と男性がん患者に対
する情報提供不足
策：①ガイドライン導入による効果判定（AMED大須賀班）、②厚労鈴
木班（H29-H31)による小児腫瘍医の実態調査＋小児・A世代がん患者に
対するインフォームドアセント＋男性がん患者に対する心理支援

２．妊孕性温存治療施行施設の整備
現状：日本産科婦人科学会への施設登録の義務化(2015~)
課題： ①長期保管の問題、②卵巣組織凍結やOnco-TESE等施行施設の不
足
策：①施設集約（拠点化）の検討、②施行患者の登録制度構築（日本産
科婦人科学会と日本がん・生殖医療学会）、③がん治療施設へのインセ
ンティブ（がん拠点病院・・？）

小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存の現状と問題点



支援に関して
１．ヘルスケアプロバイダーの育成

現状：看護師⇒聖路加国際大学他（がんプロ）、心理士⇒厚労鈴木班（H26-28）
による乳がん患者に対する心理教育に関する臨床試験、がん・生殖医療専門心理
士養成講座（日本生殖心理学会＋日本がん・生殖医療学会と共同で）、薬剤師⇒
日本臨床腫瘍薬学会（国立がん研究センター東病院や長野県、千葉県、石川県、
埼玉県etc）、相談員（厚労三善班、国立がん研究センター中央病院の相談窓口）
課題：①施設内格差ならびに地域格差あり、②心理社会的ケア：意思決定支援や
長期フォローアップ体制（治療前ー経過観察中ー治療後）の欠如、③家族へのサ
ポートは？、④子供を持たない選択に関するケア、⑤里親・特別養子縁組に関す
る情報提供
策：①さらなるヘルスケアプロバイダーへの教育、②看護師やがん・生殖医療専
門心理士の効果的な現場における配置、③遺伝カウンセラーへの教育（日本が
ん・生殖医療学会が着手）、④里親・特別養子縁組に関する実態調査（日本が
ん・生殖医療学会による調査済み：対象は47都道府県の児童相談所＋全国の団
体）⇒2018.2.10に市民公開講座

２．経済的負担に対する支援
現状：滋賀県、いすみの市、京都府による公的助成金制度
課題：がん患者が経済的負担によって、がん治療開始前の生殖機能（妊孕性）温
存を断念⇒少子高齢化問題への影響
策：①厚労子育て鈴木班：約9億円の試算、②厚労省による公的助成金制度の構築

小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存の現状と問題点
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「若年がん患者に対するがん・生殖医療（妊孕性温存
治療）の有効性に関する調査研究 」

研究目的：

本邦における若年がん患者（男性、女性）に対する妊

孕性温存治療の実態（有効性など）を調査すること

⇒適切な診療提供体制の構築および運用における問題

点の抽出と解決に向けた提言を行うことを目指す

平成28年度厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業
若年がん患者に対するがん・生殖医療（妊孕性温存治療）の有効性に関する

調査研究 研究事業：研究代表 鈴木直



結論

求められる成果１）妊孕性温存が選択肢となる患者数、年齢構

成、その後の生児獲得数

具体的には、対象年齢構成は卵子凍結が16歳～50歳以下、卵巣組織凍結

が16歳以上～45歳以下、精子凍結が14歳～54歳であった。

しかしながら、がん・生殖医療における未受精卵子凍結、胚（受精卵）

凍結の対象年齢構成は15歳～39歳が、そして卵巣組織凍結の対象年齢構

成は0歳～39歳が望まれる（海外では卵巣組織凍結は5ヶ月が最年少）。

生児獲得数は、凍結未受精卵子融解後の生児獲得の2例、現在妊娠継続中

1例であった。

①がん治療医と生殖を専門とする医師の密な医療連携体制構築のさらなる促

進の必要性

②がん・生殖医療の啓発と情報発信の促進の必要性

平成28年度厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業
若年がん患者に対するがん・生殖医療（妊孕性温存治療）の有効性に関する

調査研究 研究事業：研究代表 鈴木直



未受精卵子＋卵巣組織
→33施設

未受精卵子
→44施設
卵巣組織
→1施設

14地域に登録施設無し

2017年9月8日現在:34+77

日本産科婦人科学会 会告：医学的適応による・・・

2016年6月、日産婦臨時総会で承認

2014~



総合的AYA対策(堀部班)の生殖小班実態調査結果総合的AYA対策(堀部班)の生殖小班実態調査結果

厚生労働科学研究「総合的な思春期・若年成人(AYA)世代のがん対策のあり方に関する研究」
生殖小班論文投稿中

I-15 後遺症・晩期合併症 V-5) がん治療後に不妊の診断

V-6)-1 不妊サバイバー(n=50)の不妊原因

男性50%、女性82.4%ががん治療による不妊発症→55%が事前説明なし
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岐阜大学古井辰郎先生
より供与、一部改変

85.7%が
抗がん剤治療経験者

94.3%が
抗がん剤治療経験者
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化学療法経験女性AYAがん経験者が受けた情報とタイミング

妊孕性低下リスク

妊孕性温存

妊孕性低下リスク（治療前）

妊孕性温存(治療前)

総合的AYA対策(堀部班)の生殖小班実態調査結果総合的AYA対策(堀部班)の生殖小班実態調査結果

妊孕性低下に関する説明を受けたと言っても、詳細までは踏み込まれていない。
治療開始前の情報提供はAYA世代発症者でも半数前後

領域による格差も問題！

厚生労働科学研究「総合的な思春期・若年成人(AYA)世代のがん対策のあり方に関する研究」
生殖小班論文投稿中

岐阜大学古井辰郎先生
より供与、一部改変

治療開始前

治療開始前

治療開始前



図19  2015年度１年間の癌治療前精子凍結患者数凍結前に化学療法が導入されていた患者の割合（820例）
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17

湯村 寧（横浜市立大学附属市民総合医療センター生殖医療センター泌尿器科）からご供与頂いたスライド

造血器疾患における凍結不成功の患者頻度が高く、原因として抗癌剤導入後の精子

凍結依頼患者頻度が高いことがその理由として考えられた。

27%

6%

平成28年度厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業
若年がん患者に対するがん・生殖医療（妊孕性温存治療）の有効性に関する
調査研究 研究事業 総括：鈴木直、担当：湯村寧先生



結論

求められる成果２）：妊孕性温存を必要とする患者のサポート

体制の実態

現在の医師による妊孕性温存情報と心理支援の提供は、医師の外

来診療を圧迫し、経済的損失が非常に大きくなっている事が明ら

かにされた。

特に、若年がん患者が1日7人程度いる病院にとっては常勤専門心

理士1人を置くことがコスト・ベネフィットの観点から最も効率が

良いことから、病院基準を設けて常勤専門心理士の配置が望まれ

る
⑤がん・生殖医療に関わるヘルスケアプロバイダー（看護師、心理士、薬剤

師など）の育成の必要性

平成28年度厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業
若年がん患者に対するがん・生殖医療（妊孕性温存治療）の有効性に関する

調査研究 研究事業：研究代表 鈴木直



生殖・妊孕性の説明 専門医 患者/サバイバー

重要（とても+ある程度） 99.2%

欲しかったが、説明がなかった 22.7%/20.0%

説明を受けていない
（抗がん剤治療経験患者）

67.6%/59.4%

妊孕性に関する情報や相談のニーズが高いが満たされ
ていない
必要な患者に適切なタイミングで詳細な情報提供がさ
れていない⇒患者と医師の認識の相違

患者・サバイバーの意識調査の結果

平成28年度がん対策推進総合研究事業 研究成果発表会
2017.02.01  堀部班長発表スライドより

総合的AYA対策(堀部班)の生殖小班実態調査結果総合的AYA対策(堀部班)の生殖小班実態調査結果

岐阜大学古井辰郎先生
より供与、一部改変



主治医
がん

産婦人科
医師

がん医療にも生殖医療にも
精通した、

がん・生殖医療専門ナース

看護師
がん

看護師
生殖

患者
さん

がん医療にも生殖医療にも
精通した、

がん・生殖医療専門ナース

がん・生殖医療におけるヘルスケアプロバイダーの育成

がん告知後早期から、看護師による患者サポートが重要！
→がん医療にも生殖医療にも精通した「がん・生殖医療専門ナース」の育成
を考える必要性有り

上智大学総合人間科学部看護学科
渡邊知映先生によるスキルアップセミナー



日本生殖心理学会、日本がん・生殖医療学会との共同で、当班研究班員が
中心になって運営。
対象：臨床心理士で、かつ、生殖またはがん領域で既に研修や資格を終了
した者
期間：年1回開催、32時間程度の講義、演習、試験
資格授与：講座参加かつ試験合格による→その後実際の診療の現場を陪席
する義務あり

山梨県：
1名

千葉県：
2名

東京都：
5名

岡山県：
1名

広島県：
1名

長崎県：
1名

大分県：
1名 愛知県：

1名

大阪府：
2名鹿児島

県：
1名

岩手県：
1名

愛媛県：
1名

日本生殖心理学会：森本義晴理事長（IVF JAPANグループ代表）
日本生殖心理学会認定生殖心理カウンセラー：63名
日本生殖心理学会認定生殖医療相談士：259名

日本がん・生殖医療学会：鈴木直（理事長）

がん・生殖医療専門心理士→全国に18名

がん・生殖医療専門心理士養成講座開設
2016年～

平成26-28年度厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 (がん政策研究事業) 「若年乳がん患者 サ
バイバーシップ向上を 志向した妊孕性温存に関する心理支援体制の構築」 研究代表者 鈴木直



2014年

2015年

2016年

沖縄県 2016年10月、鹿児島県:準備中、宮崎県:準備中、熊本県 2016年4月
長崎県 2014年1月、大分県 2013年、福岡県 2014年、
広島県 2017年3月、岡山県 2013年12月

愛媛県;準備中

兵庫県 2016年1月、大阪府 2017年5月、
京都府 2017年4月、滋賀県 2015年7月、三重県 2017年10月
岐阜県 2013年2月、静岡県 2015年

埼玉県 2016年1月、千葉県:準備中、栃木県 2016年8月、群馬県 2017年10月

宮城県 2016年

各地域がん・生殖医療ネットワークの全国展開

2017年

2013年

準備中

平成27-29年度厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 (がん政策研究事業) 「総合的な思春期・若年成人(AYA)世
代のがん対策のあり方に関する研究」 堀部班（堀部敬三先生）
生殖小班：「AYA世代がん患者の妊孕性温存に関する研究」（岐阜大学 古井辰郎先生、鈴木直他）

GPOFs: Gifu-Patients & Fertility 
Specialists

森重教授、古井准教授（岐阜大学）
→2013年2月15日

岐阜モデル

2017年11月現在、22箇所



研究結果から、子供・子育て支援にむけて・・・

【５つの提言】

① がん治療医と生殖を専門とする医師の密な医療連携体制構築

のさらなる促進の必要性

② がん・生殖医療の啓発と情報発信の促進の必要性

③ がん・生殖医療の治療内容に関する登録制度の構築の必要性

④ 妊孕性温存治療に対する公的助成金補助制度の構築の必要性

⑤ がん・生殖医療に関わるヘルスケアプロバイダー（看護師、

心理士、薬剤師など）の育成の必要性

が明らかにされた。

平成28年度厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業
若年がん患者に対するがん・生殖医療（妊孕性温存治療）の有効性に関する

調査研究 研究事業：研究代表 鈴木直



小児、AYAがん患者の妊孕性温存診療ガイドライン

総論
＋
女性生殖器
乳房
泌尿器
小児
造血器
脳
骨軟部
消化器（8領域）

2006年1月ー2015年11月までに報
告された文献を検索（原則）
本ガイドラインは本領域の倫理的
側面 からエビデンスベースでは無
くなくコンセンサスベースのガイ
ドラインとなっている。



がん患者は妊孕性温存療法を行うべき
がん患者が妊娠できるようになった！！

小児思春期、若年がん患者の妊孕性温存診療ガイドライン

情報提供を行う




